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The accident at the Tokyo Electric Power Company (TEPCO) Fukushima Daiichi nuclear power plant on March

11, 2011, released a large amount of radioactive materials resulting in the radioactive contamination of a wide area of

eastern Japan. Residents of the Fukushima prefecture experienced various unavoidable damages and fear of radiation

eŠects on their health. A reliable communication of accurate risk assessment for residents is required as a countermeas-

ure aimed at the reconstruction of Fukushima. Here, the current status of individual dose estimation and the issues relat-

ing to the radiation risk perception are discussed.
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1. はじめに

東日本大震災とそれに続く巨大津波によって外

部，内部のすべての電源供給を喪失した東京電力福

島第一原子力発電所では，脆くも 4 基の原子炉に破

損，爆発，火災などの極めて重大な事象が発生し，

その結果，初期の原子炉から放出された放射性プ

ルームからの被ばくと，その後の広範囲にわたる環

境放射能汚染による持続的な被ばくが生じることと

なった．事故後 2 年以上が経過した現在の放射線環

境は，国際放射線防護委員会（International Com-

mittee of Radiological Protection; ICRP）の定義に

よる住民の「現存被ばく状況」（Existing exposure

situation）に該当し，1) 今後，正確な健康リスクア

セスメントと極めて長期的なリスクコントロールが

必要とされる．

被ばく線量の評価と健康リスクの概要は，その中

間的な取りまとめが世界保健機構（World Health

Organization; WHO),2,3) 及び国連科学委員会（Unit-

ed Nations Scientiˆc Committee on the EŠects of

Atomic Radiation; UNSCEAR）によって報告され

ている．4) いずれも福島住民の被ばくによる健康リ

スクは健康に影響を及ぼすレベルではないと総括し

ているが，前者では高汚染地域における一定の発が

んリスクを推定し，後者は更なる詳細な評価が必要

としている．健康リスクを低減するためには，継続

的な放射能除染と食品規制によるリスクコントロー

ルが欠かせないが，放射能分布調査によれば，巨視

的には物理的半減期により推定される以上のペース

で放射能は減少しており，精力的に除染の行われて

いる場所では，さらにその傾向が顕著である．5) し

かし，小さなホットスポットや外れ値的な線量を示

す場所も含め，巨大な三次元面線源に囲まれている

ような生活環境の場をすべて現在の目標である 0.23

mSv/h（年間換算 1 mSv）まで除染することは容易

ではない．一方，食品規制は事故 1 週間後より行わ

れたことから，不要な放射能の摂取，特に初期の汚

染食物を介した放射性ヨウ素の取込みが防止され，
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その結果，チェルノブイリ原子力発電所事故後の放

射性ヨウ素による内部被ばく線量レベルには至って

いない．6) 全体的にはリスクコントロールは着実に

進んでいるようにも見えるが，チェルノブイリと同

様に，個々人のレベルで心理的要因によりもたらさ

れる健康リスクは計りしれない．7)

本稿では現在進行形の健康リスクアセスメントの

最新状況と，リスクコントロール，特に心理的要因

に係わるリスク認知について，筆者の係わっている

内容を中心に整理する．

2. リスクアセスメント―被ばく線量評価

2-1. 被ばくの経路 今回の事故のように環境

中に放射性物質が放出，拡散した場合の被ばくの経

路としては，次の 5 つのパターンが考えられる．

外部被ばく；

1. 空気中に浮遊する放射性物質からの被ばく

（Cloudshine）

2. 地面等に沈着した放射性物質からの被ばく

（Groundshine）

内部被ばく；

3. 空気中に浮遊する放射性物質の吸入摂取

（Inhalation）

4. 地面等に沈着した放射性物質の巻上がりの吸

入摂取（Resuspension）

5. 汚染飲食物の経口摂取（Ingestion）

2011 年 3 月 12 日の 1 号機ベント開放と，その後

の水素爆発から環境への放射性物質の放出が始まっ

たと考えられている．放射性物質は煙のように大気

中に漂って移動し（放射性プルーム），その方向は

風向きによって影響されるため，当初は北方向への

拡散が生じた．14 日の 3 号機水素爆発を経て 15 日

の 2 号機圧力抑制室の破損によって極めて多量の放

出が生じ，これらは南のいわき市方向，午後からの

風向きの変化により北西方向に拡散した．さらに午

後遅くからの降雨，降雪によって，大気中の放射性

物質が地表，建造物表面に沈着した．この状況では，

5 つのパターンのすべてについて可能性がある．特

に 1 と 3 については，放射性プルームの通過時及び

その直後に生じ，その後は時間の経過とともに可能

性は低くなることから，個人の総被ばく線量の大部

分には，初期における外部被ばくと内部被ばくが寄

与しているものと考えられる．リスクアセスメント

は外部，内部，初期，現在，の 4 つのセグメントに

分類して個々に評価することとなる．

2-2. 外部被ばく 初期の外部被ばく線量は，

事故後の環境の空間線量率と住民の行動記録の情報

に基づいた推計が福島県の健民健康管理調査のうち

基本調査8)で実施されている．郵送アンケートによ

るこの調査は難航しており，2013 年 3 月 31 日現在

での回答率は 23.4％に過ぎない．ここでの線量推

計は，事故直後の 2011 年 3 月 14 日までの大気拡散

シミュレーション（System for Prediction of Envi-

ronmental Emergency Dose Information; SPEEDI）

及び 3 月 15 日以降のモニタリングによる空間線量

率データを 2 km×2 km のメッシュに再構築し，そ

のメッシュ内の一日の平均空間線量率（環境線量）

を一定の係数を用いて実効線量（被ばく線量）に変

換し，さらに屋内外の滞在時間を案分して 1 日線量

を求め，これを 2013 年 7 月 11 日まで積算すること

により得られている．9) その結果によれば，全回答

者 411922 人（放射線作業者を含まない）の 66％

（271820 人）が 1 mSv 以下，95％（390853 人）が 2

mSv 以下である．8) ただし地域による差は顕著にみ

られており，原子力発電所の存在する相双地区（浪

江町，飯舘村含む）では 1 mSv 以下の住民は 77.8

％と県平均よりもむしろ高く，これには 3 月 11 日

夜の半径 3 km 圏内，12 日未明の半径 10 km 圏

内，同日夕の半径 20 km 圏内住民に対する避難が

功を奏したのかもしれない．それに対して，原子力

発電所から 50 km 以上離れた県中地区（郡山市周

辺）では，1 mSv 以下の住民は 59.5％，また県北地

区（福島市周辺）では 32.2％に留まる．これは，3

月 15 日午後に北西の風に乗って拡散した放射性物

質に対して，これらの地域は無防備であったことを

示唆する．事実，筆者の測定でも 3 月 15 日午後 5

時前後に福島市内では急激に空間線量率が上昇した

が，現場でその意味を知らせるものはなく，多くの

地域住民は屋外で不要な被ばくを受けてもおかしく

ない状況にあった（Fig. 1）．10) なお，外部被ばく線

量の最高値は県北地区，県中地区，相双地区でそれ

ぞれ 11 mSv, 5.9 mSv, 25 mSv である．相双地区に

は 5 mSv 以上の被ばく線量の住民が他地区よりも

かなり多く，これは後に計画的避難地域として指定

されるまで留まり続けた住民の多かったことがその

一因であろう．

現存被ばく状態における外部被ばく線量は，各市
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Fig. 1. Trend of Outdoor Ambient Dose Rate in Fukushima
Medical University, Locating Approximately 60 km North-
west of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant, from
March 13 to 18, 2011
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町村単位で個人被ばく線量計を用いて若年者を中心

に測定されている．例えば郡山市が実施した小中学

生約 25500 人，未就学児童約 15200 人を対象とした

大規模な調査によれば，平成 23 年度の年間平均推

計線量はそれぞれ 1.04 mSv, 1.15 mSv，平成 24 年

度は 0.65 mSv, 0.673 mSv と報告されている．11) 最

新の測定結果による 1 mSv 以下の児童生徒等の率

は，福島市 99％（検査総数 16223 人，以下同様），12)

郡山市 90％（22335 人），10) 南相馬市 99％（3225

人），13) 相馬市 86％（4010 人）14)である．これらの

個人被ばく線量計による現存被ばくの測定結果は，

環境中の空間線量率から推計した年間線量よりも十

分に低く，放射線防護体系上は健康影響を無視でき

るレベルにあると言えよう．しかしながら，筆者の

ように検出限界以下に慣れきっている教育研究機関

の放射線管理区域内の被ばくを管理する立場のもの

から見れば，一般生活でバックグラウンド以上の線

量が検出されること自体に戸惑いがあることは事実

である．

2-3. 内部被ばく 内部被ばくは，体内から放

出される放射線を体外で直接検出する体外測定法

と，尿や唾液などの生体試料に含まれる放射性核種

を分析するバイオアッセイ法に大別される．前者は

g 線放出核種しか測定できない欠点はあるが，数分

程度で測定可能で，多くの被験者の検査に適してい

る．後者は基本的に核種の放出する放射線の種類は

問わないが，多くの場合，検出，分析には長時間を

要する．今回の事故で環境中に大量に放出された

131I，134Cs 及び 137Cs はいずれも g 線放出核種であ

り，甲状腺に蓄積する 131I は g 線サーベイメーター

（可搬型放射線測定器），134Cs と 137Cs はホールボデ

ィカウンターを用いて，体外測定法で体内残留量を

測定することができる．しかし，事故後の混乱，高

バックグラウンド放射線環境，そして不慣れな放射

線測定器を用いての福島県内各地における正確な体

内放射能測定は不可能な状況にあった．また，131I

の物理学的半減期は約 8 日と短いため，測定時期が

遅れるにしたがい，体内からの検出と初期摂取量の

正確な推定が困難になる．そのため，事故初期の内

部被ばく線量，特に 131I による甲状腺被ばくについ

ての情報は極めて限られている．2011 年 3 月末に

いわき市，川俣町，飯舘村の児童 1080 人を対象に

した NaI シンチレーションサーベイメーターによ

る甲状腺スクリーニング検査では，100 mSv を超え

る甲状腺線量が検出されることはなかった．15) 4 月

に浪江町で行われた NaI シンチレーションスペク

トロメーターによる検査では，甲状腺線量の最大値

として成人 33 mSv，小児 23 mSv が記録されてい

る．16) 事故初期対応者と避難者を対象とした長崎大

ホールボディカウンターによる測定結果では，甲状

腺線量の最大値は 20 mSv であった（Table 1）．17)

一方，日本原子力機構（Japan Atomic Energy Agen-

cy; JAEA）が 2011 年 6 月より双葉町，大熊町，富

岡町等の住民を対象に実施したホールボディカウン

ター検査では，131I はもはや検出されることはない

ものの，137Cs は一定の検出がみられている．18) 131I

と 137Cs の空気中放射能濃度比が分かれば，同じ空

気の吸入による 131I の摂取量も推定できる．このよ

うな考え方の下に再構築された初期の甲状腺線量

は，成人 20 mSv 以下，1 歳児 30 mSv 以下と評価

されている．19) 原子力防災指針に基づく安定ヨウ素

剤取扱いマニュアルによれば，放射性ヨウ素の摂取

を低減するための安定化ヨウ素剤の服用は 100 mSv

（小児の場合は 50 mSv）の甲状腺線量が見込まれる

場合とされており，20) リアルタイムに正確な甲状腺

線量が推定できなかった今回の事故後に，原子力安

全委員会から服用が指示されたことはなかった．そ
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Table 1. Detection Rate of Internal Radioactivity and Estimated Exposure Doses

Group
Period in

Fukushima

Number of detections Committed eŠective dose range (mSv) Thyroid
equivalent

dose (mSv)n 131I 134Cs 137Cs 131I 134Cs 137Cs Total

1 3/113/18 45 21 24 22 7.61000.0 1.1110.0 0.7120.0 1.11039.0 ＜20.04

2 3/143/22 66 11 11 10 7.849.0 0.97.4 0.75.1 1.296.8 ＜1.79

3 3/183/31 31 14 12 10 3.155.0 0.92.6 0.61.8 1.257.8 ＜1.10

4 3/224/10 31 9 20 14 6.067.0 0.913.0 0.66.0 0.985.5 ＜1.36

Fig. 2. Internal Radioactivity Measured by a Whole Body Counter (A) and Airborne Radioactivity Predicted by WSPEEDIII (B)
The relatively higher internal radioactivity was detected in subjects who stayed in northern places (Hirono and Iwaki, #15). The particular incorporation of

I-131 in subjects #1116 would be explained by an arrival of radioactive plume characterized by a high I-131/Cs-137 ratio.

138 Vol. 134 (2014)

して結果的には 100 mSv，あるいは 50 mSv を超え

た甲状腺被ばくは実例，推定いずれにおいても確認

されていない．とは言え，各個人レベルでの甲状腺

線量には事故直後の移動，行動パターンによって大

きな個人差が生じていることが当然予想されるた

め，初期の外部被ばく線量推定の場合と同様に，環

境の放射能濃度と各自の行動記録から内部被ばく線

量を再構築する試みが進められている．19) この試算

には広域大気拡散シミュレーションモデルとなる

WSPEEDIII21) が使用されており，その精度を高

めるためには実測値との比較が欠かせない．長崎大

ホールボディカウンター被験者のうち，原子力発電

所南方で被災し，その後ほぼ同一時期に南方向に移

動，避難した方々 16 名についてその体内放射能を

詳細に検討したところ，移動日が同じであれば避難

場所が北に位置する方が体内放射能は高く，また避

難場所が同じであれば，2011 年 3 月 16 日に県外に

移動した場合は，3 月 15 日に移動した場合よりも

体内放射能は増加した．これらの違いは，3 月 15

日と 16 日に南方向に飛来した放射線プルームの

WSPEEDIII によるシミュレーション，すなわち

空気中放射能濃度推定値の違いによってほぼ説明可

能であった（Fig. 2）．22) さらに，16 名のうち最も

体内放射能の高い行動パターンをとった 5 名につい

て，空気中放射能の吸入摂取による甲状腺線量は

2.0 mSv と算出されたが，これはホールボディカウ

ンターによる実測値 1.2 mSv から 5.8 mSv の範囲に

収まった．このように，大気拡散シミュレーション

モデルを利用した広域の内部被ばく線量推定は，少

なくとも浜通りから南方向については実測値と大き

くかけ離れているものではないようである．われわ

れの予備的な解析では，3 月 12 日のベント解放直

後の北方向の近隣地域，特に浪江，南相馬方向，及

び原子力発電所から阿武隈山系を挟んで遠く離れた

中通りのシミュレーションの精度の向上が必要なよ

うである．

現在の内部被ばく検査は，福島県内に設置された

ホールボディカウンターにより継続的に行われてい

る．その中でも比較的初期となる 2011 年 9 月から

2012 年 3 月に行われた南相馬市立総合病院におけ
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る検査では，9498 名の受診者のうち 3286 名（34.6

％）から放射性セシウムが検出され，1 名（1.07

mSv）を除いて全員が預託実効線量（今後 50 年又

は 70 歳までの全身の被ばく線量）は 1 mSv 以下で

あった．23) 2011 年 10 月から 2012 年 11 月までのひ

らた中央病院における検査では，137Cs の検出率は

1％（小児は 0.09）に留まり，当初検出された 40

名の小児について，時間経過とともに全員が検出限

界（300 Bq/body）以下に減少している．24) 全住民

の帰村を目指す川内村住民を対象に 2011 年 11 月か

ら 2012 年 9 月に行われた検査では，受診者 384 名

のうち 12.7％に 137Cs が検出されているが，最大の

預託実効線量は 0.25 mSv であった．特に 2012 年 3

月以降に検出された 7 名はいずれも 60 歳代以上

で，多くの場合自家栽培品，山菜等の摂取が理由と

考えられている．25) 長崎大での検査においても，住

民，避難者，一時滞在者のいずれからも放射性セシ

ウムが検出されることは今ではほぼ皆無であるが，

例外として自家栽培食物の摂取を続けておられる高

齢者の場合には検出されることがある．それにした

ところで，現在の内部被ばくは，食品規制により摂

取の可能性が限られている上に，131I は存在しない

ことから，その総被ばく線量への寄与は初期の吸入

摂取による内部被ばくと比較して十分に小さい．ち

なみに，チェルノブイリ周辺からの訪問者や帰還者

からは事故後 27 年の経過した今なお 137Cs を検出

することが稀ではないが，これは地元で採れるキノ

コ，果実類などの日常的な摂取によるものである．

住民自身，一定の放射能が食品や体内から検出され

ても，基準レベルを超えないのであれば，放射能を

理由に摂取を無理に控えることはないようである．

3. リスクコントロール―リスクの伝達から対話

へ

人々のリスクの感じ方は，確率論と事象の重大さ

により数学的に導き出されたリスクとは異なり，多

分に心理的な要素によって左右される．同じ放射線

であっても，診断 X 線のリスク認知は低く，原子

力発電関連のリスク認知は時代のトレンドによるこ

となく一定して高い．26,27) 放射線のリスクに関する

コミュニケーションは，今回の事故前より原子力発

電に係わる省庁，独立行政法人，事業受託社団法人

等，電気事業者らによって主として原子力発電所立

地県の理解促進活動として，また近年では環境・エ

ネルギー教育の一環として実施されてきた．事故を

受けてリスクコミュニケーションはクライシスコミ

ュニケーションに姿を変えたが，それが十分に機能

せず，逆に混乱を招くこともあったことは記憶に新

しい．それを反映したショッキングな事実がある．

福島県県民健康管理調査「こころの健康度・生活習

慣に関する調査」（平成 23 年度)28)において，問 1．

現在の被ばくにより急性の健康障害（例えば 1 ヵ月

以内の死亡）が生じる可能性，問 2．現在の被ばく

により後年の健康障害（がんの発症など）が生じる

可能性，問 3．現在の被ばくにより次世代以降（将

来生まれる子や孫）に健康影響が生じる可能性，の

3 つについて，その可能性の高さを 4 段階尺度法で

質問したところ，約 6 万人の回答者のうち各問に対

して「可能性は高い，非常に高い」と回答した率は，

1. 14.4％, 2. 48.1％, 3. 60.2％であり，半数近くの回

答者が将来，あるいは次世代に健康影響が及ぶと答

えている．さらに問 3 については実に 34.9％（2 万

人超）が「可能性は非常に高い」との回答であった．

平成 23 年度は個々の被ばく線量評価がまだ一部の

先行調査対象地域に限られており，行政的な線引き

線量として ICRP の考え方にしたがい 20 mSv/年が

設定され，その是非についての議論29)もまた混沌と

していた．

コミュニケーションの場でファシリテーター，コ

ミュニケーター，講師などを務め，マスコミにも登

場するいわゆる「放射線専門家」であるが，この集

団が専門とする領域は物理学，化学，生物学，工

学，医学，など極めて多種多様であり，職種も技術

者，科学者，教育者，医療関係者等の異種が混じり

合い，規制科学と法令の理解についても恐らく均質

ではなく，「放射線」というただ一点のつながりで

一括りに「専門家」とされている．この雑多な集団

が個人的な考え方やポリシーまで述べようとすれ

ば，専門家による意見がかならずしも一致をみない

ことは当然とも言える．われわれが全国の放射線施

設の放射線安全管理担当者を対象として，原子力発

電所事故直前となる 2010 年 12 月に実施した「安全

と考える年間実効線量（急性，外部被ばく）」に関

するアンケート調査においても，回答者 71 名の自

分に対する安全線量は 1 mSv/年以下から 100 mSv/

年以上まで広範囲に分布し，その平均は放射線業務

従事者の平均実効線量限度 20 mSv/年と単年度制限
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Fig. 3. Perception of Radiation Risk by 71 Radiation Profes-
sionals in Japan

The percentiles of their `safe dose' for themselves (opened circle), for

their husband/wife/lover (gray circle) and for their children (closed circle)

are shown.
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線量 50 mSv/年の中間にあたる 35.6 mSv/年であっ

た．30) 線量限度が健康リスクの判断のアンカーとな

っているとすれば，放射線専門家であっても法規則

による基準値が安心の拠りどころということにな

る．実験科学と疫学から得られた知見では健康影響

が不確実と言わざるを得ない領域において，規制科

学により社会的に導き出された線量限度が，専門家

による科学的な判断基準のようなものに置き換わる

と，その判断基準を超えた状況において専門家の客

観的な思考は停止し，主観的なポリシーが顕在化す

る．事故後初期の専門家の混乱には，このことが作

用していたのかもしれない．一方，子どもに対する

安全線量の平均は 8.5 mSv/年であったが，その回

答分布の 50％タイル値は 1 mSv/年以下，90％タイ

ル値は 20 mSv/年以下であった．事故前の放射線専

門家の 5090％にとっても，前述の 20 mSv/年は少

なくとも子どもに対しては受容できないものであっ

たことになろう（Fig. 3）．

このような状況下で続けられてきたコミュニケー

ションであるが，その目的も，「放射線とは何か」

といった基礎知識的なものから，現在では個人の実

際の被ばく線量や環境線量，さらに甲状腺検診結果

等の所見に基づく，より具体的な説明，すなわち

「リスク（知識）の伝達」から「対話」へと必要性

は変化している．前掲の「こころの健康度・生活習

慣に関する調査」で 2 年前に多くの回答者が不安を

感じていた将来の健康影響を説くことも必要である

が，それに関連させつつ現実をどう解釈するかとい

う点についての説明が求められている．例えば，年

間 1 mSv の外部被ばく線量を担保するための環境

線量として 0.23 mSv/h が設定されているが，この

値までの線量低減は場所によっては困難を伴う．三

次元的な面状の線源に周囲を囲まれた環境では，一

部方向の再除染だけでは空間線量は変化しない．わ

れわれが福島県内の 29 ヵ所で計測した全方位の空

間線量も，水平面に対する上方，下方の線量比はそ

れぞれ 1.06±0.09，1.05±0.12 であり，明確な方向

依存性はみられていない．したがって，生活の場に

おけるきめ細かい測定と，その解釈，説明，問題に

対する具体的解決策が伴って初めてコミュニケーシ

ョンが成り立つことになる．最終的には地域におけ

るコミュニティの参画したものでなければ継続性，

現実性に乏しく，そのための地域医療，地域教育関

係者の育成が重要と筆者は考えてきたが，実はその

カバーする方向は健康管理から放射線の測定まで幅

広く，容易に達成できるものではない．

4. おわりに

本稿執筆中の 2013 年 7 月に，福島県内の放射線

環境，内部被ばく検査状況，及びコミュニケーショ

ンのフィールド調査を行った．ポケット型の CsI

（Tl）シンチレーション検出器は，2011 年 3 月 18

日に福島県立医大のキャンパスに降り積もった放射

性降下物を多く含む雪上面で記録した以来のオー

バースケールを，大熊町～双葉町の福島第一原発敷

地周辺の空間線量として示した（Fig. 4）．その反

面，富岡駅前や南相馬市小高区は放射線量はさほど

高くないが，被災時から時が止まり，工事車両を除

いて一時滞在者の気配もない．また，遠く離れた中

通りであっても，単なる走行モニタリングで 1 mSv

/h を超える箇所は今なお多い．内部被ばく検査は

精度も上昇し信頼性もさらに増しており，住民に受

診を呼びかける積極的な広報に苦心しておられる．

コミュニケーションは，今や数々の事情が渦巻き，

コミュニケーター側の引き出しの数とそこに詰まっ

た情報量の多さ，そしてその使い方が問われている．

長崎大学では，2013 年 6 月より福島県の事業の

一環として九州各地に避難しておられる福島県民の

ホールボディカウンターによる内部被ばく検査を実
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Fig. 4. Ambient Dose Rate to the Direction of Snowfall in
Fukushima City on March 18, 2011 (A) and to the Outside
from the Moving Vehicle in Okuma Town on July 18, 2013
(B)

Readings are shown in mSv/year unit (A) and mSv/h (B). The dose rate

of 19.99 mSv/h corresponds to 175.1 mSv/year.
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施している．もはや体内から自然に存在する 40K 以

外の放射能が検出されることはないが，その結果を

知り多くの住民の方は安堵しておられる．そして，

あとは一種の悩みの相談室である．人生相談になる

こともある．そのときは，こちらも一緒に悩む．帰

還しても大丈夫でしょうかという質問にも，答を断

言したり，押しつけたりしない．細かく聞かれれ

ば，帰還後の被ばくよりも初期の被ばくによる寄与

の方がはるかに高く，初期と現在の合算線量であっ

ても，それが直接健康影響につながるものとは，わ

れわれの経験した限り，思えない．しかし，そんな

ことを気にしながら，そしてそれを少しでも低減す

るための工夫をしながら生活することが，お帰りに

なられたあとは現実になるでしょうね，と言う．こ

れが事故後 2 年以上が過ぎた現在の状況である．

健康リスクの有無にかかわらず，原子力発電所事

故は，ことほど左様に罪深い．
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